
一 般 職 員 うち技能労務職員

263 21

261 20 （単位：千円）

21 年 度 20 年 度

21 年 度 20 年 度 21 年 度 20 年 度 21 年 度 20 年 度 1,185,000 1,109,000

4,220,203 4,439,995 2,995,893 3,200,136 207,000 206,000

144,039 153,012 1,943,819 2,109,602 1,612,729 1,687,729

17,536 20,698 4,603,127 4,330,305 3,004,729 3,002,729

5,078 5,749 2,218,586 2,198,093 8,154,389 8,452,649

2,855 2,305 2,210,513 2,186,833 9,981,613 10,143,561

376,427 353,702 8,073 11,260 18,136,002 18,596,210

9,817,606 9,728,534 1.95 2.04

51,074 74,722 1,310,820 1,275,479 2,555

53,233 44,586 109,746 124,493

4,866,250 4,792,734 1,970,913 1,960,533 2,000,000 2,000,000

4,044,144 3,997,323 872,506 907,688 253,348 161,139

822,106 795,411 113,600 47,100

11,520 11,311 22,000 24,000 39,000 39,000

9,748,215 9,898,814 1,982,331 2,001,892

146,871 148,479 58.8 60.3

232,956 233,887 15,327,016 15,162,031 18.0 19.8

24,953 26,061 1,357,198 980,876 13.3 13.6

3,432,697 3,155,118 61,363 48,318 27.6 26.8

1,011,557 854,481 1,343,997 980,876 8.1 6.1

112,918 72,897 補 助 事 業 費 456,565 75,026 8.1 6.1

465 544 単 独 事 業 費 833,283 861,717 0.1 0.0

111,600 140,100 そ の 他 54,149 44,133 0.0 0.0

229,193 82,287 13,201

270,326 354,743 364,902 359,203

1,399,347 1,404,689 補 助 事 業 費 9,229,340 9,182,447 3,075 49,651

単 独 事 業 費 (8,629,193) (8,795,758) 658,031 591,427

600,147 386,689 523,631 499,067

 425,000 495,000

7,692 7,544

129,259 126,766

1,558 812

 ※ ・ 財 政 力 指 数 ＝ ［基準財政収入額／基準財政需要額］の過去３年間の平均値 → 財政力を示す指数で、１に近くあるいは１を超えるほど財政に余裕がある。

    ・ 起債制限比率   ＝ この比率が高い次に該当する団体は､事業に係る地方債が許可されない。①20％以上30％未満の団体→一般単独、厚生福祉　②30％以上の団体→一般事業債（災害を除く一般公共事業、公営住宅、義務教育、一般廃棄物等）

    ・ 公 債 費 比 率 ＝ 公債費（地方債の元利償還）に充当された一般財源の標準財政規模に占める割合。この比率が１０％を超えないことが望ましい。

     ・ 実質公債費比率 ＝ この比率が１８％を超えると地方債の発行には都道府県知事の許可が必要になり、２５％を超えると一部地方債の発行が制限される。

    ・ 経常収支比率   ＝ 経常一般財源のうち経常経費に充当された割合。財政構造の弾力性を判断するための指標。一般的には75％程度が妥当と考えられ、80％を超えると弾力性を失いつつある。

　　　　　　　　　　　　（　　　）書きは減税補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等収入から除いた経常収支比率。

歳 入 合 計 16,721,098 16,372,100 歳 出 合 計 16,684,214

うち減税補てん債

うち臨時財政対策債

16,142,907

元 利 償 還 金

普 通 交 付 税

教育公務員46,560人 消防職員

面積(ｋ㎡)

17 年 国 調 人 口

46,164人

45,577人

福 岡 県 中 間 市

平  成  21  年  度  決  算  の  概  要  （ 普 通 会 計 ）

歳 出 の 状 況

地 方 税

区 分

歳 入 の 状 況

Ⅰ－3

団 体 名
21.3.31 住 基 人 口

区 分

類 型 22.3.31 住 基 人 口

繰 出 金

う ち 職 員 給

人 件 費

扶 助 費

一時借入金利子

内

訳

公 債 費

諸 収 入

地 方 債

前 年 度 繰 上 充 用 金

う ち 人 件 費

（ 中 計 ）

投 資 的 経 費

内

訳 失業対策事業費

普通建設事業費

(一般財源計)除一財振替

特 別 交 付 税

（ 小 計 ）

積 立 金

投資及び出資金貸付
金

補 助 費 等

物 件 費

地 方 交 付 税

うち一部組合負担金内

訳

歳 出 総 額

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自動車 取得 税交 付金

地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交付金

維 持 補 修 費

土地開発基金現在高

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

標 準 税 収 入 額 等
16,372,100

16,142,907

229,193

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

歳 入 総 額

4,462,4974,248,740調 定 済 額

15.0起債制限比率(3年平均)

0.477

基 準 財 政 需 要 額

財調基金

合 計

地方債現在
高

保証又は
補    償

そ の 他

合 計

確定

使 用 料

繰 入 金

財 産 収 入

寄 附 金

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

手 数 料

繰 越 金 災害復旧事業費

600,147

3,699,899

7,723,7287,678,276

3,627,227

4,352,3154,140,828

税 収 入 状 況 （ 現 年 課 税 分 ）

臨時財政対策債発行可能額

9,112,820

収 入 済 額

1 310

区 分

4,044,144

4,645,132

標 準 財 政 規 模

48

投 資 的 経 費

扶 助 費

3,997,323

4,728,808

386,689

そ の 他

債務負
担行為

額
(翌年度
以降支
出予定
額)

減債基金

そ の 他

政府資金

22.4.1

合 計

313

臨 時 職 員

1

区 分

20 年 度区 分 21 年 度

積立金現在
高

66,103

△ 43,767

9,289,423計

基 準 財 政 収 入 額

徴 収 率 （ ％ ）

財政力指数(３年平均)

公 債 費 比 率 等 の 状 況 （ ％ ）

0.482

公 債 費 比 率分 担 金 及 び 負 担 金

普 通 交 付 税

財政調整基金積立金

4915.98

収 支 状 況

職 員 数 ( 人 )

歳 入 歳 出 差 引

21.4.1

物件の購入
等

50,000

38,331

5,000

8,500

190,862

実質的なも
の

現 在 高 倍 率 ( 倍 )

歳 出 決 算 構 成 比 の 状 況 ( ％ )

未定

義 務 的 経 費

公 債 費

人 件 費

普通建設事業費

災害復旧事業費

財政調整基金取崩し額

歳出決算倍率 (倍 )

△ 80,267

1.80 1.77

経常一般財源比率

26.2（28.0）

8,994,051

公 営 事 業 会 計 へ の 繰 出 等

内

訳

内

訳

-

繰

出

金

農 業 共 済 事 業

14.4

一 般 財 源 総 額

経常一般財源等収入

経常経費充当一般財源

23.4(24.4)

う ち 人 件 費

97.1(103.8）
11,173,196 10,853,140

翌 年 度 繰 越 財 源

実 質 収 支

単 年 度 収 支

実 質 単 年 度 収 支

繰 上 償 還 金

16,721,098

16,684,214

36,884

8,450

28,434

△ 9,897

76,000

老人保健医療事業

後期高齢者医療事業

介 護 保 険 事 業

公共下水道事業
8,957,762

補

助

費

等

病 院 事 業

上 水 道 事 業

0.4

97.9(102.3)

100.8

27.1(28.3)

失業対策事業費

国民健康保険事業

19.4

19.8

14.4

16.6

97.5 97.5

財 政 力 指 数 の 状 況

13.6

19.0

19.4

実質公債費
比率（％）

20年度

21年度

公 債 費 負 担 比
率

16.6

16.5

19年度

う ち 公 債 費

経 常 収 支 比 率

そ の 他 の 指 標 （ ％ ）

３ ヶ 年 平 均 15.8 14.3

0.3

23.4（25.1）

実 質 収 支 比 率

99.4

(B)

(A)

(B)

(A)


